
一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会

関東支部

 　皆様方におかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。　

　当協会関東支部では、毎年水道事業体の皆様方等を対象に技術説明会を開催しており、好評

いただいております。本年度は下記の要領で実施しますので、何かと御多用中とは存じますが、

万障お繰り合わせの上、ご参加くださいますようお願い申しあげます。

　　　記

１．開 催 日    平成26年10月22日（水）　午後１時４５分～４時４５分 別添資料－１

             （受付は午後１時１５分より）

２．開催場所    千葉市生涯学習センター　ホール 別添資料－２

３．参 加 費    無料（交通費は各自でご負担願います。）
   車でお越しの方々はなるべく乗り合わせで御願い申し上げます。

４．講演テーマ及び講師

①　特別講演　『南海トラフ地震・津波に備える -東日本大震災の教訓と水道施設耐震化の促進-』

金沢大学　理工研究域環境デザイン学系（地震工学）

教授　宮島　昌克氏

②　技術説明　 『地震と耐震管』 　　　一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会
技術委員

５．参加申し込み方法 別添資料－３

参加希望者の所属、氏名をご記入の上、１０月７日（火）までに、ファックスで、

　別紙参加申込書を送付して下さい。

６．連 絡 先　

参加申込に関しては

         (連絡先)   一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会　  関東支部　    板屋、宍倉

ご不明な点がございましたら、下記連絡先までお問い合わせ下さい。

         (連絡先)   株式会社栗本鐡工所　パイプシステム営業本部　東京営業二課　嶋野

平成26年9月

各　　位

平成26年度日本ダクタイル鉄管協会関東支部技術説明会のご案内

平素は日本ダクタイル鉄管協会に対し格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

〒102-0074

東京都千代田区九段南四丁目８番９号

Fax  03-3450-8515

Tel   03-3264-6655
Fax  03-3264-5075

〒108-0075

東京都港区港南２丁目１６番２号　太陽生命品川ビル７階

Tel   03-3450-8512



説明会スケジュール

【技術説明】

《説明概要》

15：35～16：40

技術委員

金沢大学　理工研究域

地震による埋設管路の被害を防止するため、管路の耐震
化が推進されている。ダクタイル鋳鉄管は様々な耐震管を
開発することによって、市場の需要に対応してきた。今回
は、ダクタイル耐震管について紹介するとともに、平成25年
度「管路の耐震化に関する検討報告書」について解説す
る。

16:40～16:45 閉会挨拶 一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会

東日本大震災における水道施設の被害から教訓を読み取
るとともに、今世紀中頃までには発生するであろうと言われ
ている南海トラフ地震・津波による被害とその対策について
考えます。
また、南海トラフ地震・津波だけを考えれば良い状況でない
ことを紹介します。

15：25～15：35 （休憩）

南海トラフ地震・津波に備える
－　東日本大震災の教訓と水道施設耐震化の促進　－

環境デザイン学系（地震工学）
教授　 宮島 昌克氏

(質疑含) 『地震と耐震管』 一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会

時　　間 内　　　容 担当または講師

13：15～13：45 受　    付

13：50～15：25

　

《説明概要》

別添資料 ― １

13：45～13：50 開会挨拶 一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会

　　【特別講演】

(質疑含)



■ 会場名

千葉市生涯学習センター　ホール

千葉県千葉市中央区弁天3-7-7

TEL　０４３－２０７－５８１１

■

・ＪＲ千葉駅東口または北口から徒歩８分

・千葉都市モノレール　「千葉公園駅」から徒歩５分

　
　

■ 駐車場

周辺の有料駐車場をご利用ください。ただし、契約駐車場ではありませんので駐車料金がかかります。

ご了承ください。

交通アクセス

会場のご案内
別添資料―２



一般社団法人
日本ダクタイル鉄管協会
宍倉　宛

FAX　03－3264－5075

◇開催日　　 １０月２２日（水）　13：45～
◇開催場所　千葉市生涯学習センター　ホール
◇参加希望者の所属名、氏名を下記の表にご記入願います。
◇返信依頼期日　１０月７日（火）

◇その他、ご意見、ご要望、当日の講演内容についての質問等がございましたら、お書き添えください。

◇貴事業体等の連絡先

・Ｅーmail

別添資料―３

平成26年度日本ダクタイル鉄管協会関東支部技術説明会申込書

所　属　名 氏　名

・ＦＡＸ番号

・事業体等の名称

・参加申込代表者の氏名
　　　　　　　（問合せ窓口）

・電話番号


